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小田急ビルサービスが取り組む DXについて 

 

１． トップメッセージ 

当社は「常に上質なサービスと高い技術力を追求し、お客さ

まの信頼と期待に応えます」という企業理念に基づき、小田急

グループの総合ビルマネジメント企業として、お客様にご満足

いただけるサービスのご提供に努めてまいりました。清掃・警

備・設備管理などのビル総合管理を軸に、上質で快適な空間

づくりに貢献しており、そのノウハウを活かしオフィスビル・商

業施設・地域冷暖房施設・ホテル・教育機関・医療機関等、

様々な施設において各種サービスを提供しております。 

１９６６年の設立以来、社会の変化や時代のニーズに適応し

ながら、当社は成長してまいりましたが、VUCA の時代と呼ば

れる昨今、より急速な社会変化や多様化する顧客ニーズに応えながら、さらなる成長を遂げ

なければなりません。また少子高齢化に伴う労働力不足やSDGｓの推進といった社会課題に

も向き合いながら挑戦し続けることも当社に課せられた中長期的な課題であり使命であると

認識しております。そのような中、まさにそれらの課題解決のための鍵が DX の推進と捉えて

おります。 

そして新たなデジタル技術の活用によって、効率的な設備点検作業を実現させ、また清

掃・警備事業においては、ロボットや AI カメラ等の導入を通じ業務の省人化を図ることができ

るなど、課題解決だけでなく業界の中での差別化・競争力の強化を図るうえでも DX 推進は

重要であると考えています。急速な進展を遂げるデジタルツールの活用を通じ、創出される

新たな付加価値をお客様の信頼・満足・期待に結び付け、さらには顧客に向けてだけでなく

DX による業務効率化・生産性の向上が従業員のワークライフバランスの確保や当社へのエ

ンゲージメントにつながるよう、DX推進ならびに DX人材の育成に努めてまいります。 

取締役社長 菅澤 一郎 

 

２．DX活用の具体的戦略 

  DXビジョンを達成するため、主に以下の戦略（施策）に取り組んでまいります。 

(１) 業務アプリケーションによる生産性向上（主に設備管理業） 

設備管理業における検針作業等一部の業務で利用を開始している業務アプリケーシ

ョンの利用範囲および利用用途を拡大し、点検・作業データのデジタル化、またそれら

に付随するオペレーションの変更、帳票出力の自動化等により現業業務の効率化およ

び負荷低減を推進してまいります。また顧客や関連部署へのシームレスな情報連携

による生産性向上等、顧客との課題共有の迅速化を図ってまいります。 
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(２) ロボットや AI搭載カメラ等、最新テクノロジー導入による業務の省人化、効率化の実現 

（主に清掃事業、警備事業） 

清掃ロボットや AI 技術が搭載された監視カメラ等、最新テクノロジーの導入を積極的

に検討し、業務の省人化や効率化を目指します。またそれらの取組みにより多様化する

お客様のニーズに対し、多くの選択肢の提供を可能とし、顧客満足度やサービスの提

供価値向上に努めてまいります。 

 

   (３) 業務効率化に向けた社内業務の DX化 

全社的な業務効率化を実現すべく、グループウェアを利用した各種社内申請（資格申

請、通勤費申請等）のデジタル化を継続的に進めていくほか、電子契約書、電子請求書

システムの利用拡大を図ってまいります。 

また社員間の情報共有を活性化させるためグループウェアや Microsoft Teams 等の

コミュニケーションツールの利用を促進し、DX による社内意思疎通の活性化を目指して

まいります。 

 

３．推進体制 

    ＜組織体制＞ 

      当社は上記戦略を実現するため、取締役社長を統括責任者、経営戦略担当部門であ

る企画財務部（企画・IT担当）を「DX推進部門」とし、その部門長である企画財務部長を推

進責任者とします。また施策を具現化する各事業部を「DX 実行部門」とし、各部より DX実

行担当者を選出し DX 推進部門と各部の実行担当者が連携、対話、支援しあいながら上

記戦略を検討・推進してまいります。なお DX施策の進捗報告の場として、定期的に開催さ

れる業績検討会議の場を用い、各部門長が経営層ならびに他部署部門長に対し DX 化へ

の進捗状況を報告し、意見交換を行ってまいります。 

また、DX実現においては、経営幹部だけでなく全従業員によるアイデアやトライアンドエ

ラーの積み重ねが重要と考えており、組織内で前向きに「じゃあ、やってみよう」と言い合え

る組織風土の醸成を目指す当社独自のプロジェクトチーム（社内では「JYP」と呼んでいる）

との連携も図りながら社内の様々な声を DX施策に反映してまいります。 

  



3 

 

 ＜DX人材の育成体制＞ 

      DX 推進部門が中心となり、デジタルスキル習得に関わる外部研修やセミナーの受講を

提案または企画し、推進部門・実行部門のそれぞれの担当者を中心に年１回以上の受講

を促すことで、デジタル化・DX化に関する知識を有する人材を増やしてまいります。 

 

   ４．DX推進に向けた環境整備 

     DX を推進するための IT 環境の整備として、主に以下６種の施策に取り組んでおります。

引き続き DXの推進とともに以下の環境整備の強化および拡充に努めてまいります。 

① 統合 VPNネットワークの構築:  

当社は本社および約 60ヶ所の拠点に独自の VPNネットワークを構築し、安全かつ

効率的なデータ交換を可能としています。 

② ハイブリッドサーバインフラストラクチャ 

業務ニーズに合わせ、オンプレミスサーバーとクラウド環境との組み合わせること

で、柔軟性と拡張性を兼ね備えています。 

③ 自社開発推進のためのアプリケーションソフト「DbSheetsCliant」の導入 

アプリケーションの開発支援ソフトを導入し、必要に応じてコストを抑えながらアプリ

ケーションを自社開発しています。 

④ 在宅ワークシステムの導入 

社内 PC を簡易シンクライアントシステム化する事で、社員が自宅で安全に在宅ワ

ークを行える環境を構築しています。 

⑤ 全社員向け情報共有ツールの導入 

約 1000 人の社員に対してグループウェアを導入し、リアルタイムでの情報共有を

可能にしています。 

⑥ コミュニケーションツールとしての Microsoft Teamsの導入 

本社部門（120名）および各拠点の現業長（約 60名）には、Microsoft Teamsを導入

し、ビデオ会議やチャット機能など多様なコミュニケーションツールを整備しています。 

 

    ５．DX戦略指標 

   ・上記「DX 活用の具体的戦略」に記載したＤＸ施策のほか、新規アイデアによりチャレン

ジすることとなったＤＸ施策について、「本運用開始」、「利用範囲拡大」、「利用用途拡

大」、「実証実験開始」などＤＸ化の推進と捉えることができる具体的な成果を年３案件

以上達成させる。 

・DX 施策の進捗を、業績検討会議にて各部門長が経営層ならびに他部署の部門長に

報告・情報共有するなど、年４回以上 DXに関する部門間を超えた意見交換の場を設け

る。 

・全事業部に対し DX 推進に向けた目標・計画等を年１回以上定性的に明示させ、さら

に定量的にも DX化に向けた必要予算を数値計画として策定する。（中期経営計画策定

時など） 
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・DXに関する外部研修や教育等、本社部門を中心に年１０人以上受講する。 

 

     ６．情報セキュリティ指針・対策 

      当社は情報システムの安全性を確保するため「情報システム取扱規則」「情報資産取扱

規則」にて情報セキュリティに関する指針を定め全社に周知しております。また親会社であ

る小田急電鉄(株)の監査・内部統制室による情報システム監査を受けております。 

      また、ＩＴ統括部門にて従業員の情報セキュリティ意識や知識の醸成・向上を目的とした

「情報セキュリティ通信」を刊行し、啓発活動を行っております。 

 

                                                       以 上 

 

 


